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言語名 制定年 発案 説明

C O B O L 1978 U SA 金額計算などの商用計算用言語

FO RTRAN 1980 U SA 科学技術計算用言語

Ada 1987 U SA
米国国防総省が高信頼性・高保守性を目

指して開発した言語

C H ILL 1989 Sw itzerland 交換機制御用言語

C 1990 U SA
U N IXの移植性を高めるために、自由

度、実行速度、などを追求した言語

Prolog 1995 France
主に人工知能研究とエキスパートシステ

ム実現ために使われている言語

ISLISP 1997 U SA
実装の容易さ、拡張性の高さから数多く

の方言が作られた。

C + + 1998 U SA
C言語の拡張版としてオブジェクト思考

の考え方を取り入れて開発された。

EC M A Script 1998 U SA
互換性の低い JavaScript と JScript に共

通する部分を取り入れて作られた。

Extended APL 2001 U SA 数学的記法をベースとした言語

Z 2002 France
コンピュータシステムの記述とモデリン

グを行うための形式仕様記述言語

C # 2003 U SA
マクロソフトによる.N ET Fram ew ork共

通言語基盤の中心的な開発言語

Eiffel 2006 France
頑健なソフトウェアの生産に注力したオ

ブジェクト指向言語

R u b y 平成24年 日本
まつもと ゆきひろ氏により発案され

た、日本発のプログラム言語。豊富な機

能と簡便さとを併せ持つ。

事　例 企　業　等

タブレット端末を活用した介護施設向けシステム リバティ・フィッシュ㈱

リアルタイム地震情報配信サービス「jishin.net」 東京ガス／㈱ティージー情報ネットワーク

柔軟にカスタマイズできる人事管理システム ㈱ＢＳＣ

全国の上下水道、消融雪、水門をRubyで管理 小松電機産業㈱

水族館エンターテインメントシステム
島根県立しまね海洋館アクアス／㈱日立ソリュー
ションズ

　その他の適用事例：食べログ.com、Twitter （創設時）、

日刊工業新聞4月3日

中国新聞 4月3日

朝日新聞4月3日

日本情報産業新聞 4月9日

山陰中央新報 4月3日

Ｒｕｂｙ のＩＳＯ化
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IPAmjフォント 文字数 60,384文字(非漢字を含む）
字体 明朝体
ファイル形式 オープンタイプフォント

文字情報一覧表 文字数 58,712文字（非漢字は収録し

ていない）

基本情報 読み、画数、部首など
対応付け 戸籍統一文字番号

住民基本台帳ネットワーク

システム統一文字コード

国際標準符号UCS（ISO/IEC 

10646）

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

05月 06月 07月 08月 09月 10月 11月 12月 01月 02月 03月

2011年 2012年

累

計

月

間

合

計

IPAm j明朝フ ォ ント 月間合計/累計ダウンロード 数

累計

000 .01

(検証版)

001 .01

(正式版)

ＩＰＡｍｊフォント（約６万字をコード化）

人名外字管理からの解放
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J-CSIPによるサイバー攻撃関連の
情報共有スキームの立ち上げ

J-CSIP：Initiative for Cyber Security Information sharing Partnership of Japan
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利用者【国民】
（第二者）

事業者
（第一者）

監査機関
（第三者）

【国民生活の安全・安心】

第三者である監査機関の意見を参考に製品・サービスを安心して利用できる

品質説明
記述書

監査
結果

設計書など

…監査基準
審査基準
策定指針

認定基準

ＩＰＡ成果

安全性・信頼性を検証するための
「ソフトウェア品質監査制度（仮称）」の規程類を整備
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進むクラウドと中小ＩＴ企業の課題

7

ＩＴ人材白書から
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N=335

9.6%

8.7%

9.6%

13.7%

30.7%

17.9%

26.6%

25.4%

13.1%

20.0%

39.4%

39.1%

17.0%

3.3%

6.6%

5.7%

5.4%

7.8%

10.7%

8.7%

8.4%

5.1%

0.9%

26.3%

0% 25% 50% 75% 100%

経営/業務改革コンサルティング

システムコンサルティング

IT投資評価・システム監査

システムインテグレーション

システム開発委託(業務系・情報系など)

システム開発委託(専門技術系)

パッケージソフトウェア購入

パッケージソフトウェア導入・カスタマイズ

ハードウェア関連(組込み)ソフトウェア開発委託

ネットワークアウトソーシング(下記ASP、IDC以外)

IDCサービス(ハウジング、ホスティング、HaaS・IaaS等を含む)

ASPサービス(SaaS・PaaS等を含む)

遠隔監視

受託計算サービス

一括ITアウトソーシング

ビジネスプロセスアウトソーシング(コールセンターを除く)

コールセンター

データベース/専門情報提供

デジタル・WEBコンテンツ制作

教育サービス提供

技術者派遣

PC/ハードウェア・記憶装置等製造

上記以外

無回答

ユーザー企業の求めるITサービス

8

ユーザー企業が利用の拡大を考えているITサービス

ユーザー企業のIT利用はサービス化へシフト。

約4割のユーザー企業が「IDCサービス（ハウジング、ホスティング、HaaS・IaaS等を含む）」、「ASP

サービス（SaaS・PaaS等を含む）」の利用拡大を目指している。

約4割
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ユーザー企業におけるクラウド関連サービスの利用

9

SaaS、PaaS、IaaSともに利用割合拡大。特にSaaSは大幅増、IaaSは３倍以上に拡大。

今後の利用意向は、SaaSで全体の半数、 PaaSやIaaSで全体の３割を超える企業が利用拡大を

示す。

クラウド関連サービスの利用意向クラウド関連サービスの利用状況

 

N=335

33.7% 57.3%

80.6%

77.0%

9.0%

14.0%

13.7%9.3%

5.4%

0% 25% 50% 75% 100%

SaaS

PaaS

IaaS

現在利用中 現在は利用していない 無回答

 
19.5% 73.9%

86.8%

87.6%

6.6%

9.5%

9.8%2.6%

3.7%

0% 25% 50% 75% 100%

SaaS(N=379)

PaaS(N=379)

IaaS(N=379)

現在利用中 現在は利用していない 無回答

 

N=335

50.1%

33.1%

34.0%

34.9%

56.7%

54.9%

14.9%

10.1%

11.0%

0% 25% 50% 75% 100%

SaaS

PaaS

IaaS

今後利用(拡大)したい 当面利用(拡大)は考えていない 無回答

2011年度2011年度

2010年度2010年度

2011年度2011年度

拡大

3割

5割
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IT企業が今後拡大したいIT業務

10

IT企業の拡大予定の業務（従業員規模別）

従業員規模別にみると、従業員規模の大きい企業ほど、サービス系業務の割合が高い傾向。

従業員規模の小さい企業においては、「システム受託開発（業務系・情報系など）」の割合が高く、現在の

主要業務から変化していない。

50.0 

35.1 

5.3 

7.9 

18.4 

55.9 

34.6 

12.6 

10.2 

18.9 

48.8 

32.0 

13.4 

16.3 

26.2 

40.7 

34.9 

11.6 

26.7 

23.3 

27.5 

27.5 

17.5 

40.0 

47.5 

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

システム受託開発（業務系・情報系など）

パッケージソフトウエア開発・販売

ネットワークアウトソーシング（左記ＡＳＰ、ＩＤＣ以外）

ＩＤＣサービス（ハウジング、ホスティング、HaaS・IaaS等を含む

ＡＳＰサービス（SaaS・PaaS等を含む）

３０名以下(N=114) ３１名以上１００名以下(N=127) １０１名以上３００名以下(N=172)

３０１名以上１０００名以下(N=86) １００１名以上(N=40)

◆回答5項目のみ表示 従業員規模で違い
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スキル標準の現在と今後

11
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ＩＴ人材の動向 ～ スキル標準の活用状況 （ＩＴＳＳ）

2008年度調査から2011年度調査に至るまで、ITベンダー企業におけるITスキル標準（ITSS）の活用

率は25%強の水準が続いている。ITSSの活用は、定着はしているものの拡大しているとは言い難い

状況にある。

また、「現在活用を検討している」や「必要性は感じているが、検討に至っていない」との回答も合わせ

て約４割で推移していることから、ITSS活用の必要性を感じている企業が実際の導入・活用に移行し

ていないとみられる。

従業員規模別にみると、IT企業のITSS活用率は従業員規模が大きくなるにつれ高くなる傾向がある。

この傾向は、IT人材白書においてITSS活用率に関する調査を始めた2008年度から変わっていない。

ＩＴスキル標準（ITSS）の活用状況

 

25.7%

26.9%

26.5%

27.5%

15.3%

16.4%

14.4%

13.3%

27.5%

27.4%

25.9%

27.3%

12.0%

12.7%

11.3%

15.1%

5.6%

5.8%

7.3%

6.9%

10.9%

7.7%

11.4%

5.5%4.4%

3.1%

2.9%

3.2%

0% 25% 50% 75% 100%

2008年度調査（N=549）

2009年度調査（N=621）

2010年度調査（N=533）

2011年度調査（N=549）

現在活用している

現在活用を検討している

必要性は感じているが、検討には至っていない

特に活用したことはなく、今後も活用の予定はない

過去に活用を検討したことがあるが、断念した

そのスキル標準を知らない

無回答

 

9.6%

15.0%

29 .1%

41 .9%

82.5%

11.4%

11 .8%

14 .5%

18.6%

28.1%

41.7%

27.9%

14.0%

25.4%

15.7%

14.0%

10.5%

5.8%

9.3%

15.8%

6.3%

5.2%

8.8%

7.1%

7.5% 2.5%

3.5%

3.5%

0% 25% 50% 75% 100%

30名以下（N=114）

31名以上100名以下（N=127）

101名以上300名以下（N=172）

301名以上1,000名以下（N=86）

1,001名以上（N=40）

12
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ＩＴ技術者動向 ～ 個人から見たスキル標準の活用状況

2011年度調査では、IT技術者個人に対して、「勤務先の人事制度や人材育成制度の中でスキル標準

を活用しているか」を聞いている。その結果をみると、約4割のIT人材は、所属する企業において何ら

かの形でスキル標準が活用されていると回答している。

技術者別にみると、IT企業のIT技術者では44.9%、ユーザー企業のIT技術者では32.4%、組込み技

術者では40.5%が、所属企業において何らかの形でスキル標準が活用されていると回答している。

勤務先の人事制度や人材育成制度における
スキル標準の活用状況

 
14.0%

19.2%

17.9%

36.2%

24.7%

19.3%

21.5%

21.5%

21.5%

7.0%

15.4%

15.5%

40.8%

26.8%

16.7%

21.5%

15.8%

32.8%

26.7%

33.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

スキル標準に基づいて（スキル標準を参考にして）

　　　　　　IT人材のキャリアパスが定義されている

スキル標準に基づいて（スキル標準を参考にして）

　　　　　自社内研修ロードマップが策定されている

上記認定制度と人事制度（処遇）が関連付けられている

スキル標準を活用していない

スキル標準を知らない

全体(N=2,600) ベンダーＩＴ技術者(N=1,000)

ユーザーＩＴ技術者(N=1,000) 組込み技術者(N=600)

活用している

活用していない

13
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スキル標準の活用による効果

14

IT人材個人における活用の効果をみると、スキル標準を「活用している」IT人材の方が「活用して

いない」IT人材よりも、全体的に仕事に対する満足度が高く、将来のキャリア等についてもポジティ

ブに考える傾向。

スキル標準の活用は、IT人材の仕事に対する意識や満足度の向上などの点において、プラスの

効果を生み出している。

将来のキャリア目標を持っている 自分の仕事の評価に対する満足度

 
7.5%

9.1%

6.4%

41.9%

48.4%

37.7%

36.9%

32.7%

39.6%

13.8%

9.8%

16.3%

0% 25% 50% 75% 100%

全体（N=2,600）

スキル標準を活用している（N=1,016）

スキル標準を活用していない（N=1,584）

満足している どちらかと言えば満足している

どちらかと言えば満足していない 満足していない

 
7.5%

9.9%

5.9%

37.5%

45.1%

32.6%

44.2%

38.2%

48.0%

10.8%

6.8%

13.4%

0% 25% 50% 75% 100%

全体（N=2,600）

スキル標準を活用している（N=1,016）

スキル標準を活用していない（N=1,584）

よくあてはまる どちらかと言えばあてはまる

どちらかと言えばあてはまらない まったくあてはまらない
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ＥＴＳＳ がメインとする領域

ＵＩＳＳ がメインとする領域

ＩＴＳＳ がメインとする領域

受託開発（発注側）
• ビジネスモデル提案
• サービス利用型
• ソリューション構築
• ビッグデータ分析
など

ユーザー企業

組込みソフトウェア開発 • サービスとの統合
• システム開発
など

製造業

【大手】

受託開発
（受注側・元請）

• サービス開発
• サービス基盤
• Web系開発
• Agile型開発
など

【中小】

受託開発
（人材提供）ベンダー企業

IT環境変化により、IT技術者の業務内容や必要となるスキルが企業のビジネス領域に応じて
変化してきている。

これまでのビジネス領域 新たなビジネス領域 〔例〕

スキル標準に求められているもの
－ 新たなビジネス領域への対応 －

15
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・新たなビジネス領域への人材像（役割分担）への対応

・中小ベンダーのビジネス形態の変革を促す人材育成

※共通キャリア・スキルフレームワーク
（略称ＣＣＳＦ Common Career Skill Framework)を
ベースに進める。

スキル標準に求められているもの
－ ３スキル標準の枠を超えた活用環境 －

・３スキル標準で整備したコンテンツの有効活用

16
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17
17
17

スキルモデル

参照

タスク

フレームワーク

●

●機能役割定義
（タスク定義）

キャリア

フレームワーク

人材像定義

●機能役割定義

●キャリア
フレームワーク

●職種定義

IT投資局面
（ ● SLCP)

●達成度指標

●スキル熟達度

●ｽｷﾙﾃﾞｨｸｼｮﾅﾘ

●研修ロードマップ

●モデルカリキュラム

●スキル基準
（開発技術、
管理技術）

教育研修

基準

●キャリア基準

タスクモデル

人材モデル

●

●

●

ITSS UISS ETSS

活動領域

分析

機能分析

スキルセット

人材モデル

現状把握/

人材育成

計画策定

要求分析

活動領域

分析

機能分析

スキルセット

構築

人材像策定

現状把握

ギャップ分析

人材育成

計画策定

要求分析

人材育成計画実施
／分析／改善

参照

参照

参照

●研修ロードマップ

●モデルカリキュラム

導入活用プロセス／３モデル／３つの
スキル標準の主要コンテンツを整理

横串で共通化
共通キャリアに追補

【導入活用プロセス】 【参照するスキル標準】
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３スキル標準の枠を超えた人材育成の仕組みつくり
CCSFコンテンツの活用

タスク スキル 知識

事業戦略策定 ビジネスモデルを定義
できる

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
BSC

IS戦略策定 EAを策定できる ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ
EA

ｽｷﾙｶﾃｺﾞﾘ ｽｷﾙ粒度 ｽｷﾙレベル

技術要素

開発技術

管理技術

M
A

S
A
L
E
S

C
O
N
S

I
T
A

P
M

I
T
S

A
P
S

S
W

C
S

I
T
S
M

E
D
U

ＵＩＳＳ ビューですべてのコンテンツを必要に応じ活用

ETＳＳ ビューですべてのコンテンツを必要に応じ活用

ITSS ビューですべての
コンテンツを必要に応じ活用

リレーショナル型の
コンテンツ

ＣＣＳＦ

18
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CCSF へ反映

１つの企業が３スキル標準の違いを意識せず
スキル標準を利活用できる仕組みの実現

活 用

今後の改訂

CCSF
共通のスキル標準

利活用構造

新たな人材像の発信

中小企業の強化（テンプレート）

＜2012年度～＞

新人材像 〔例〕

・セキュリティ人材
等

ビジネスモデル別
役割分担 〔例〕

・新ビジネス創造
等

今後の改訂

今後の改訂

ITSS
ITベンダー企業
IT人材向け

UISS
ユーザー企業
IT人材向け

ETSS
製造業

組込み人材向け

CCSF へ反映

CCSF へ反映

情報処理
技術者試験

・ガイド
・ツール

共通キャリア・スキルフレームワーク
（第一版・追補版）の取り組み
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ビジネスモデル別テンプレート
パッケージ／ASPインテグレーション型 例

※パッケージ導入セールス・・・単なる営業ではなく、ITやAPのスキルを備え、顧客の要求を調整しインプリまでをひとりでこなす。
ITSSの「CONS」「SALES」「APS」「ITS」等のスキル（Ｌ２～４）を兼ね備えたマルチスキルを示す。

Ａ社

B社

A社 製品知識・
業務知識

中小ＩＴベンダー

X社

Y社 Z社

STEP1
パッケージベンダーに協力
を要請（複数社）

STEP2
パッケージセールスのタスク・スキル
をテンプレート（ドラフト版）

STEP3
ワークショップを通じた、中小ＩＴベンダ
ーへのテンプレートの導入検証

パッケージセールス
共通タスク・スキル

Ｂ社 製品知識・
業務知識

コア

サブ

コア

サブ

タスク スキル

大規模SI多重請負

から新事業領域へ
のシフトのための
人材育成に活用

育成

実践
既存の人材の
保有スキルの
差分を育成

パッケージベンダー
主導
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プロフェッショナルコミュニティのあらたな枠組み

21
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ITSSの職種をベースとした

プロフェッショナルコミュニ
ティ

ITSSの職種別

・スキルの整備

・育成ガイドラインの整備

・研修ロードマップ

共通キャリア・スキルフレーム
ワーク（ＣＣＳＦ）をベースとした
プロフェッショナルコミュニティ

３スキル標準、職種を超えた

・スキル・知識のタイムリーな

メンテナンス

・新たな人材像とスキルの整備

・中小企業のビジネス転換を

促す導入テンプレート

22

プロフェッショナルコミュニティの枠組みの転換


